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《論　文》

１．はじめに

　経済のグローバル化、各国における海

外旅行にかかわる誘致策ならびに規制緩

和策の導入、各国の経済成長など、さま

ざまな要因により、海外旅行者数が増加

している。海外旅行には、大きく「包括

旅行」と「個人旅行」という二つの方法

がある。パッケージツアーとよばれる旅

行会社がホテル・移動手段などを手配し、

主催する旅行（以下、包括旅行）は、個

人が安く手軽に海外に旅行をすることを

可能にし、観光目的の海外旅行の増加に

大きく貢献してきた。一方、近年におい

ては、個人が自分で手配して海外旅行（以

下、個人旅行）に行く機会も増えてきて

おり、旅行形態は多様化している。本稿

では、観光目的の包括旅行と個人旅行そ

れぞれにおける海外旅行流動の決定要因

について、制度的違いと航空規制緩和の

視点から理論的かつ計量的に考察する。

計量分析は、英国居住者の英国から外国

への国別の海外旅行（アウトバウンド）

流動のデータを対象とする。

　二国間における旅行流動についての

先 行 研 究 は、Neiman, B. and Swagel, 

P.（2009）、Deese, W.（2013）、中澤栄一

（2009）、Arita, S. et al.（2011）など豊富

に存在し、さまざまな決定要因を導出し

てきた。一方、それらの決定要因の重要

性と作用の度合いは、包括旅行・個人旅

行などの旅行形態によって、あるいは観

光・商用などの目的によって、異なって

いる可能性があるが、これらについては

十分な考察が行われていない。また、決

定要因のうち、法律、規制、慣習などか

ら構成される制度についての各国間の

違 い に 着 目 し た 先 行 研 究 は、Vietze 

C.（2012）などに限定される。しかしな

がら、制度的違いとそれに起因する取引

費用は、国境を越える取引とそれにかか

わる意思決定に少なからぬ影響を与え

ていることが、さまざまな研究分野にお

いて認識されている。海外旅行における

形態の選択、特に包括旅行の選択に影響

を与える可能性がある。したがって、先

行研究の知見をふまえつつ、包括旅行と

個人旅行の２つの旅行形態に分けた

データセットを使用し、制度的違いなら

びに航空規制緩和という新たな視点か

ら海外旅行流動の決定要因を改めて検

証することは重要であると思われる。ま

た、これらの検証から得られた知見は、

包括旅行の開発・企画をめぐる旅行会

社・航空会社の取り組みについて、ささ

やかではあるが、示唆を与えることがで

きると思われる。

２．包括旅行の特徴・利点

　松園俊志（2004）、北川宗忠（2009）、

Clerides, S. et al.（2008）などによれば、

包括旅行の特徴ならびに利点は、一般に

次のようなものがあげられている。すな

わち、１）旅行のパーツを自分で手配す

る必要がなく、値ごろな価格で移動や宿

泊などすべての手配が一度に可能であ

る、２）旅行会社がホテル・移動手段・

施設などを厳選し、ランク分けしている

ことから、これらの水準が一貫しており、

品質も保証されている、３）事故等への

対応と補償がある、４）ピーク時など自

分で手配する場合には手配の困難な移動

手段や宿泊先が確保できる、５）自分で

手配する際には知らなかったり考えつか

なかったりするような訪問先や移動手

段、旅程などが可能である、６）他の参

加者との出会いがあり、感動を共有する

などグループ旅行ならではの楽しみがあ

る、などである。これらに加えて、航空
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運賃が自由化される以前は、包括運賃の

適用により、全体の費用を劇的に安くす

ることができるという利点も大きかっ

た。他方で、個人旅行の特徴ならびに利

点は、一般に次のようなものがあげられ

ている。すなわち、１）ホテルや航空会

社の選択肢が多い、２）団体旅行では通

常は訪れない訪問先や使わないホテル・

移動手段、組みにくい旅程など、自分の

ニーズやウォンツ（こだわり）に応じた

柔軟な日程や旅程の設定ができる、３）

訪問先で団体行動に縛られず自由に行動

できる、４）旅行中でも都合にあわせて

旅程を変更できる、５）団体旅行のよう

な人間関係の面倒がない、６）急に思い

立っても旅行が可能である、などである。

なお近年、包括旅行においても、ホテル、

航空会社とその出発時間などの選択肢の

提供、一人参加への積極的な対応、申込

期限の延長、など個人旅行の特徴を取り

込んだ、いわば包括旅行と個人旅行の双

方の利点を兼ね備えた商品が開発され、

その販売が増える傾向にある。

３．理論的枠組み

　 Prideaux, B.（2005）、Vietze（2012）、

中澤（2009）、遠藤伸明（2015）などによ

れば、国と国との間の海外旅行流動とそ

の代表的な尺度である海外旅行者数は、

両国の経済規模に比例する一方、多様な

貿易費用に反比例することが知られてい

る。貿易費用の源泉をめぐっては、移動

費とそれにかかわる規制的な交通政策、

物価水準や所得水準などの経済的条件の

違い、制度的・文化的な違い、国境の管

理をめぐる規制などが挙げられている。

これらの要因が与える影響は、包括旅行

と個人旅行の間で異なっている可能性が

あるが、本稿が特に着目するのが、各国

間の制度的違いと、海外旅行の移動手段

の中心にある航空輸送における規制政策

ならびに規制緩和政策である。

　まず、制度と海外旅行流動との間の関

係についての先行研究であるが、文化的

な要因を考察したNg, S. I. et al.（2006）、

Yang, Y. and Wong, K.（2012）などを除

けば、Vietze（2012）に限定され、その

数は非常に少ない。Vietze（2012）によ

れば、制度は重要な影響を与え、制度が

整備されているあるいは透明である国同

士の間では、海外旅行者数は多くなる可

能性がある。改めて、制度とは、各国の

法律や規制をはじめとするフォーマルな

ルールと商慣習、社会規範、文化などの

インフォーマルなルールなどで構成され

ている。制度が自国とは異なる国、ある

いは制度が自国と比べて未整備・未発達

な国への旅行では、旅行者はそのような

国の法律や文化、慣習などをよく理解で

き て い な い こ と か ら、Eden, L. and 

Miller, S.（2004）が指摘するように、外

国 に ま つ わ る ハ ン デ ィ（Liability of 

Foreignness）が大きくなることが想定さ

れる。例えば、どこにどんなよいホテル

やレストラン、名所・遺跡があるかを探

そうと思っても、これらの情報をどこか

ら取得できるかすらわからないことがあ

る。情報を得られたとしても、それが正

確なのかもわからない。仮に情報が正確

だったとしても、相手国と自国で価値観

が異なれば、現地の人々の評価と自分の

評価は異なる可能性が大きい。値段や条

件についても、現地の相場がわからない

ため、適切な値段や条件について合意し、

契約することも簡単ではない。さらには、

合意し契約を結んでも、そのとおりに財

やサービスが提供されるとも限らない

し、そのような予想外の事態が起こった

ときに、修復にも手間がかかる。

　これらのハンディは、Eden and Miller

（2004）、ポールミルグロム・ジョンロバー

ツ（1997）によれば、探索費用・交渉費

用・執行費用という取引費用の概念にま

と め ら れ る。Eden and Miller（2004）, 

Endo N. et al.（2014）が指摘するように、

自国と相手国との間にある制度的違いが

大きければ、取引費用が高くなるという

ものである。このような場合、包括旅行

を利用することにより、取引費用を下げ

ることができると予想される。包括旅行

を企画する旅行会社が、正確な情報を持

ち、現地の法律や文化、慣行にも習熟し

ているだけでなく、自国の旅行者の好み

や希望も把握していることで、個人で手

配するときに比べて、外国人にまつわる

ハンディを少なくし、取引費用を下げる

ことができる。そうであれば、制度的違

いが大きい国への海外旅行では、包括旅

行を利用するインセンティブが、個人旅

行のそれと比べ、より大きくなる可能性

がある。

　つぎに、航空輸送をめぐる規制政策が

海外旅行流動に与える影響について、遠

藤（2015）、Zhang, Y. and Findlay, C. 

（2014）などの先行研究は、規制ではマイ

ナス、規制緩和ではプラスとなると指摘

しているが、包括旅行、個人旅行におい

てそれぞれ異なる影響を与える可能性と

は次のようなものである。航空輸送の市

場は、技術水準が一定のもとでは、運賃

と供給量は経済的規制に影響を受ける。

かつて航空輸送は多くの国で、厳しい政

府の規制を受けていた。航空会社は、自

由に運賃・路線・便数を設定することが

できない。新規参入も容易ではなく、競

争が制限されている。その結果、航空運

賃が高止まることが知られている。

　加えて、個人を対象とした割安な運賃

の設定は極めて限られ、比較的低廉な国

際航空運賃は、航空会社が旅行会社へ提

供する包括団体航空運賃に限定されるこ

とが多い。他方で規制緩和が進むと、航

空会社は、利便性のよい路線・便数・ス

ケジュールを提供するとともに、割安で

多様な運賃を設定することになる。この

ような状況の中では、個人旅行において

も、安い運賃で複雑な旅程を組むことが

可能となる。したがって、航空規制緩和

が進展している国への海外旅行では、個

人旅行を利用するインセンティブが、包

括旅行のそれと比べ、より大きくなる可

能性がある。

４．英国ならびにEU（European Union）

における航空規制緩和

　先述したように、参入航空会社数、乗

り入れ地点・路線、便数や座席数の輸送

力、運賃など国際航空輸送にかかわる主
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要な経済活動は、二国間協定の下、厳し

い規制が課されてきた。英国は、1984年

から、オランダ、西ドイツ、ベルギーな

ど他の EU 加盟国の一部と、輸送力の拡

大と運賃の自由化に合意し、航空規制緩

和を開始することとなった。一方、EU

では、1985年から加盟国間の市場・経済

統合が行われ、航空輸送についてもその

対象となった。したがって、1985年以降、

EU 加盟国である英国における航空規制

緩和の大部分は、EU の市場・経済統合

を通じ行われていくこととなる。以下で

は、EU における航空規制緩和の具体的

な取り組みと、それらの包括旅行ならび

に個人旅行における海外旅行流動に与え

る影響について考察したい。

　EU は、1997年までに域内において単

一航空市場を段階的に導入した。その内

容として、まず、すべての航空会社が、

国内線、国際線はもちろん、航空会社が

国籍のある国（自国）を運航の起点とし

ない外国の２地点間路線（外国間路線）

を含む域内のあらゆる路線に参入するこ

とができ、自由に輸送力・運賃を設定す

ることができるようにした。つぎに、航

空事業者の免許について、定期・チャー

ター不定期の事業免許を統一した。これ

は、チャーター航空会社における定期航

空事業への扉を開くこととなる。また、

域内の投資家が議決権の過半数を有する

ことなどの条件を満たした航空会社を

EU 航空事業者と認定する EU 免許を導

入した。EU免許に連動し、EU加盟国航

空会社における域内投資家の出資比率の

上限が撤廃されるとともに、域外投資家

のそれは50％未満に引き上げられた。そ

の後、EU と欧州の EU 非加盟国の間で

ECAA（European Common Aviation 

Area）が形成され、単一航空市場が欧州

全域に拡大している。

　域外国との航空規制緩和については、

域内単一航空市場形成後、当初は、加盟

各国の独自の政策となっており、その内

容には大きな差があった。例えば、もっ

とも重要な域外国である米国との関係で

は、1992年のオランダを皮切りに、2004

年１月までに、欧州全体で22カ国、EU

加盟国で14カ国がそれぞれ、参入・運賃

を自由化した二国間オープンスカイ協定

を米国と締結してきた。一方、英国、ス

ペインなどは、米国とのオープンスカイ

に反対していた。特に、英国と米国との

間の対立は深刻で、ロンドンヒースロー

空港の発着枠の配分、米国の航空会社に

おける外資規制法、英国航空とアメリカ

ン航空との提携などをめぐる主張の隔た

りを埋めることができなかった。

　2003年６月より、欧州司法裁判所の決

定にもとづき、EU は、加盟国を代表と

し て、水 平 的 航 空 協 定（horizontal 

agreements）の締結を通じ、域外国との

航空規制緩和を展開している。その内容

として、まずあげられるのが、EU 加盟

国と域外国との間の二国間協定の国籍条

項における加盟国から EU への国籍の修

正である。これは EU 加盟国の航空会社

が自国以外の EU 域内地点から域外国に

就航することを可能にするものである。

また、中東・北アフリカ・旧ソ連地域に

おける近隣地域の幾つかの国々との間で

交わした協定では、国籍条項の修正に加

え、段階的な自由化をめざしたCommon 

aviation area の形成が含まれている。更

に、2007年の EU と米国との間のオープ

ンスカイについての合意では、米国とEU

との間の航空市場において、双方の航空

会社に対する参入航空会社数、輸送力、

路線（以遠路線を含む）、運賃、航空会社

間提携について規制撤廃が実現してい

る。EU と域外国との間のオープンスカ

イは、カナダ、オーストラリア、ニュー

ジーランドにも拡大している。

　規制緩和に伴い、事業を拡大したのは

ライアンエアー、イージージェット、ノ

ルウェージャンエアシャトルなどのLCC

（Low-cost carrier）とよばれる新規航空

会社である。LCC は、EU 域内さらには

中近東・北アフリカを網羅するネット

ワークにおいて、安い運賃で多頻度輸送

を提供している。これらの地域への個人

旅行は容易となり、旅行者数の増加につ

ながっている可能性がある。また、LCC

の参入の対象は、当初、大都市の中小空

港を結ぶ路線であったが、包括旅行によ

る利用者が多く、チャーター航空会社が

独占していた路線に拡大している。その

結果、LCCは、包括旅行の市場から旅行

者を奪取した可能性がある。一方、LCC

は、これまで旅行をしなかった利用者を

開拓してきた。更に、LCCの一部につい

ては、包括旅行を通じて航空券を販売し

ており、その事業拡大が包括旅行に与え

た影響は複雑であると思われる。

　一方、英国、ドイツ、オランダなどの

チャーター航空会社は、それらの多くの

親会社でもある旅行会社が企画する包括

旅行に航空輸送を提供し、観光目的の旅

行者の輸送において中心的役割を果たし

てきた。EU における航空規制緩和に伴

い、チャーター航空会社は、チャーター

便を削減し、個札販売の強化、定期便の

開始、LCCへの転換に着手してきた。一

方、小熊仁（2015）、遠藤伸明（2003）に

よれば、旅行会社は、日程や宿泊施設・

航空会社の選択肢の拡大、インターネッ

トサイトの充実、他の旅行会社・チャー

ター航空会社との合併・買収を通じた経

営の効率化と旅行素材の仕入れの強化な

ど、多様化する旅行者のニーズに対応で

きる、安くて魅力的な旅行商品の開発・

企画に取り組んでおり、包括旅行の競争

力の維持・強化につながっている可能性

がある。

５．英国居住者の海外旅行流動（アウト

バウンド）の動向

　図－１が示すように、2008年から2014年

までの期間における英国居住者の航空輸

送を利用した観光目的の海外旅行者数

は、個人旅行が包括旅行を上回っている。

また、それぞれの旅行形態において、2009

年に大きく減少したが、その後、徐々に

回復している。包括旅行は、個人旅行と

比べ、高いペースで回復しており、英国

居住者の航空輸送を利用した観光目的の

海外旅行者数に占める割合は40％から43

％に増加している。

　図－２が示すように、目的地を地域別で
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みた英国居住者の観光目的の海外旅行者

数における包括旅行の占める比率は、

2014年において、北米で38％、欧州なら

びに EU でともに約39％、アフリカ・中

近東で59％、アジアで26％、中南米で72

％、オーストラリア・ニュージーランド

で15％となっており、特に中南米とアフ

リカ・中近東で高い水準にある。国別で

みた包括旅行の割合は、2014年において、

チュニジア、メキシコ、ジャマイカ、エ

ジプト、フィンランドが70％以上、ギリ

シャ、トルコ、バルバドス、キプロス、

ブルガリア、オーストリアが50％以上と、

EU ならびにリゾート地で有名な国が高

い値を示している（１）。このように、近年

においても、包括旅行は一定の比率を維

持しており、旅行者からの根強い支持が

あると思われる。

６．計量分析

　以下では、制度的違いならびに航空規

制緩和が、包括旅行と個人旅行それぞれ

における観光目的の海外旅行者数に与え

る影響について、英国のデータを用いて

計量的に分析する。Deese（2013）、 Vietze

（2012）、中澤（2009）、遠藤（2015）、Arita 

et al.（2011）を参考に、包括旅行と個人

旅行それぞれにおける、第 t 年に観光目

的で英国から外国 i 国へ旅行をした英国

居住者の人数（以下英国人海外旅行者数）

の自然対数値（ln）の回帰式を、以下の

ように、グラブティモデルにもとづき特

式化する。グラビティモデルとは、その

基本式において、二国間の貿易量や流動

量は、両国の経済規模によってプラスに

影響される一方、両国間の地理的な距離

によってマイナスに影響されるという関

係を表している。計測期間は2011年から

2014年まで、対象は47カ国、データ数は

178である（２）。一部の国の変数において、

データが入手できず、欠損値がある。

 
itOPitDIFit

LANiERitDiYitOUTit
εββ

βββββ
+++

++++=
65

4320 lnlnln 1

　Out は観光目的の包括旅行と個人旅行

それぞれにおける英国人海外旅行者数で

ある。それらのデータは国家統計局

（Office for national statistics）のホーム

ページから入手した。なお、観光目的の

英国人海外旅行者数のうち、包括旅行以

外の旅行者数を個人旅行の旅行者数と定

義している。説明変数について、Y は外

国 i 国の各年における経済規模を表す実

質 GDP（ドル建て）の自然対数値（ln）

である。予想符号はプラスである。D は

外国 i 国の首都と英国の首都であるロン

ドンとの間の距離（キロ）の自然対数値

（ln）である。予想符号はマイナスである。

Deese（2013）、Song, H. et al.（2012）、遠

藤（2015）と同様、実質為替レート ER

は、各年における、外国 i 国と英国との

間の年平均の名目為替レート（外国通貨

建ての名目為替レート）を2010年の値で

基準化した値に、英国の消費者物価指数

を外国の消費者物価指数で割った比率を

かけたものである。消費者物価指数につ

いては2010年の値を100として算出され

ている。ER の上昇はポンド高を意味す

る。ポンド高の局面では、英国人旅行者

にとって外国旅行の費用が低下すること

となり、旅行者数は増加することが予想

される。予想符号はプラスである。英語

圏ダミーLANは、英語を母国語としてい

る外国を１、それ以外０とする定数項ダ

0.37

0.38

0.39

0.4

0.41

0.42

0.43

0.44

0

5000

10000

15000

20000

25000

Y08 Y09 Y10 Y11 Y12 Y13 Y14

包括旅行

個人旅行

包括旅行比率

図－１�　包括旅行・個人旅行それぞれにおける英国居住者の航空輸送を利用した観光目的の

海外旅行者数（左軸：単位千人）と包括旅行の比率（右軸）：2008年から2014年まで

（出所）UK Office for national statistics, http://www.ons.gov.uk/ons/index.html

0

10

20

30

40

50

60

70

80

Y2011 Y2012 Y2013 Y2014

欧州全体

EU

北米

中南米

アジア

中近東・アフリカ

豪州・NZ

図－２�　地域別目的地による英国居住者の観光目的の海外旅行者数における包括旅行

の占める比率（％）

（出所）UK Office for national statistics, http://www.ons.gov.uk/ons/index.html



－43－

日本国際観光学会論文集（第23号）March,2016

ミーである。

　制度的違いの尺度であるDIFは、各年

における英国と外国 i 国との間における

世界銀行の作成した指標の絶対値の差で

ある。世界銀行の指標とは、各国の制度

を６分野において＋2.5から－2.5までで評

価 し た も の で あ り、Dikova, D. and 

Witteloostuijn A.（2007）をはじめ多くの

先行研究において制度の尺度として使用

されている。その値が高いほど、当該国

における制度はより透明かつ説明責任を

果たしていることを意味する。各国にお

ける６分野の指標の平均値を計算し、英

国と外国それぞれの平均値の差の絶対値

が、制度的違いの尺度となる。絶対値が

大きければ、英国と外国との制度的違い

が大きいあるいは外国が英国と異なり制

度的に透明でないことを意味する。

　英国と旅行先の外国との間で制度的違

いが大きい場合、先述したように、海外

旅行の取引費用がおおきくなることか

ら、旅行者は減少する可能性がある。す

なわち制度的違いの海外旅行者数に与え

る影響はマイナスが予想される。ただし、

包括旅行を利用することで、取引費用を

下げることができることから、制度的違

いが大きい国への海外旅行では、包括旅

行を利用するインセンティブが、個人旅

行のそれと比べ、より大きくなる。した

がって、包括旅行では、制度的違いが海

外旅行者数へのマイナスの影響は小さく

なる、あるいは、プラスの影響となる可

能性があり、その場合は、DIF の推定値

がゼロに近いマイナスあるいはプラスの

値となる。

　OP は航空規制緩和についての変数で

ある。各年において EU・ECAA に参加

している国、単一航空市場と同等の協定

をEUと締結しているスイス、EUとオー

プンスカイを締結している国（米国、カ

ナダ、オーストラリア、ニュージーラン

ド）を１、それ以外を０とする定数項ダ

ミーである。OP の推定値がプラスであ

れば、航空規制緩和は旅行者数の増加に

つながっていると評価される。予想符号

はプラスである。ただし、先述したよう

に、航空規制緩和に伴い、個人が安い航

空運賃で複雑な旅程を組むことが可能と

なることから、航空規制緩和が進展して

いる国への海外旅行では、個人旅行を利

用するインセンティブが、包括旅行のそ

れと比べ、大きくなる。すなわち、旅行

者数増加効果は、個人旅行においてより

大きく、OP の推定値がより大きくなる

と予想される。εは誤差項である。なお、

2014年を基準とする各年定数項ダミー変

数を含めている。説明変数の情報につい

て、実質 GDP と制度は世界銀行のデー

タベース、名目為替レートと物価水準は

国際通貨基金の International Financial 

Statisticsデータベース版、航空規制緩和

は EU のホームページよりそれぞれ抽出

した。

　上記で示したグラビティモデルによっ

て定式化された対数線形回帰式における

β0からβ6までの係数の値をもとめるた

めに、最小二乗法（OLS）による推定を

行った。なお、誤差項の分散が一定では

ないという不均一分散が疑われる可能性

があることから、ホワイトによる不均一

分散を修正した標準誤差を用いている。

表－１は推定結果、表－２は変数の記述統

計である。表－１の（1－1）と（1－3）式は

グラビティモデルにおける基本変数であ

る経済規模Yならびに距離Dと本稿が注

目する２つの変数、（1－2）と（1－4）式は

すべての変数をそれぞれ含んでいる。経

済規模Yならびに距離Dは、符号条件に

合致し、１％水準で有意に働いている。

実質為替レートERは、予想とは異なり、

マイナスの符号を示している。また、有

意となっていない。英語圏ダミーLAN

は、プラスの値を示しているが有意では

ない。

　制度的違いDIFは、包括旅行において

プラス、個人旅行においてプラスとマイ

ナスの両方の符号をそれぞれ示してい

る。包括旅行では（1－1）式では５％、

　 　 平均値 標準偏差
Out 包括旅行英国人海外旅行者数（自然対数） 10.91 2.05
　 個人旅行英国人海外旅行者数（自然対数） 11.81 1.48
Y 実質 GDP（自然対数） 26.40 1.65
D 距離（自然対数）  7.80 1.04
ER 実質為替レート  1.09 0.11
LAN 英語圏ダミー  0.13 0.34
DIF 制度的違い  0.77 0.63
OP 航空規制緩和ダミー  0.62 0.48

（出所）筆者の計算

表－２　変数の記述統計

　 包括旅行　 個人旅行
　 1－1　 1－2　 1－3 1－4
定数項  7.576*** （2.827）  9.521*** （2.707）  5.680*** （1.659）  6.251*** （1.747）
経済規模 Y  0.261*** （0.099）  0.280*** （0.101）  0.357*** （0.057）  0.362*** （0.059）
距離 D －0.555*** （0.127） －0.678*** （0.248） －0.446*** （0.090） －0.493*** （0.163）
実質為替
レート ER

－1.359 （1.609） －0.315 （0.969）

英語圏 LAN 　 　  0.337 （0.472） 　 　  0.198 （0.432）
制度的違い
DIF

 0.660** （0.306）  0.792* （0.405） －0.036 （0.172）  0.016 （0.236）

航空規制緩和
OP

 0.446 （0.464）  0.334 （0.472）  0.571** （0.255）  0.538** （0.252）

Adj.R2  0.100 　  0.100 　  0.334 　  0.328
（出所）筆者の計算

表－１　推定結果（*p＜0.10；** p＜0.05；*** p＜0.01、括弧の値は標準誤差）
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（1－2）式では10％でそれぞれ有意となる

一方、個人旅行では有意となっていない。

また、推定値について、包括旅行と個人

旅行で比べると、前者が大きい水準とな

っている。このように、制度的違いが海

外旅行者数に与える影響は包括旅行と個

人旅行では異なっており、包括旅行にお

いてのみ、海外旅行者数の増加効果をも

たらすことが確認された。また、これら

の推定結果は、制度的違いが大きい国へ

の海外旅行では、包括旅行を利用するイ

ンセンティブが、より大きく働いている

可能性があることを示唆していると思わ

れる。

　航空規制緩和 OP は、２つの旅行形態

において、プラスの符号を示している。

ただし、個人旅行では５％で有意となる

一方、包括旅行では有意となっていない。

推定値を個人旅行と包括旅行で比べる

と、前者が大きい水準となっている。し

たがって、航空規制緩和について、その

影響は包括旅行と個人旅行では異なって

おり、個人旅行においてのみ海外旅行者

数にプラスに作用していることが確認さ

れた。また、これらの結果は、航空規制

緩和が進展している国への海外旅行で

は、個人旅行を利用するインセンティブ

が、包括旅行のそれと比べ、より大きく

なる可能性があることを示唆していると

思われる。

７．まとめと今後の研究課題

　本稿では、観光目的の包括旅行と個人

旅行における海外旅行流動の決定要因に

ついて、制度的違いと航空規制緩和の視

点から理論的かつ計量的に考察した。上

記の考察より以下の点が明らかになっ

た。まず、制度的違いについては、制度

が自国とは異なる国あるいは自国に比べ

て未整備な国への旅行では、包括旅行を

利用することにより、外国人にまつわる

ハンディを少なくし、海外旅行にかかわ

る取引費用を下げることができる。計量

分析によれば、制度的違いは、包括旅行

では英国人海外旅行者数の増加に作用し

ており、制度的違いが大きい国への海外

旅行では、包括旅行を利用するインセン

ティブが、個人旅行のそれと比べ、より

大きく働いていることを示唆している。

これらの知見を踏まえれば、旅行会社は、

特に、制度的違いが大きな国に向け、安

価で魅力的な包括旅行商品の企画・開発

をより積極的に行い、旅行者のニーズに

対応していくことが重要であると思われ

る。

　また、航空規制緩和は、個人が安い航

空運賃で複雑な旅程を組むことを可能に

し、航空規制緩和が進展している国への

海外旅行では、個人旅行を利用するイン

センティブが、包括旅行のそれと比べ、

大きくなることが想定される。計量分析

によれば、EUにおける航空規制緩和は、

個人旅行による英国人海外旅行者数の増

加に作用しており、個人旅行へのインセ

ンティブの付与につながっていることを

示唆している。

　今後の研究課題として、まず、航空規

制緩和の定量化の改善がある。また、自

国と外国との間における制度的相違が海

外旅行流動に与える影響と外国の魅力度

がそれに与える影響を分離することがあ

げられる。一般に、自国と文化的・社会

的に大きく異なる国を訪問することは旅

行の楽しみのひとつであり、これらの

国々では制度的違いも大きくなる傾向に

ある。したがって、文化的・社会的に起

因した各国の魅力度ならびに各国の旅行

市場の成熟度についての変数を導入し、

それらの影響を統制したうえで、制度的

違いと海外旅行流動との関係を検討して

いくことが重要である。これらの課題に

取り組むとともに、英国のインバウンド、

わが国の海外旅行流動など分析対象を広

げ、それぞれの旅行形態の決定要因につ

いて更なる分析を行い、本稿で得られた

知見を精査し、更に研究を改善・発展さ

せていきたい。

注

（１）�本章ならびに次章の計量分析で用いた

地域別・国別のデータは、航空輸送に

加え、他の輸送モードを利用した観光

目的の英国居住者の海外旅行者数を含

む。これらのデータは UK Office for 

national statistics、（http://www.ons.

gov.uk/ons/index.html）か ら 抽 出 し

た。
（２）�変数のデータが少なくとも３年以上あ

る国・地域を対象としている。それら

はオーストラリア、オーストリア、バ

ルバドス、ベルギー、ブラジル、ブル

ガリア、カナダ、キプロス、チェコ、

デンマーク、エジプト、フィンランド、

フランス、ドイツ、ギリシャ、香港、

ハンガリー、インド、アイルランド、

イスラエル、イタリア、ジャマイカ、

日本、リトアニア、ルクセンブルグ、

マルタ、メキシコ、モロッコ、オラン

ダ、ニュージーランド、ノルウェー、

中国、ポーランド、ポルトガル、ルー

マニア、ロシア、スロバキア、南アフ

リカ、スペイン、スリランカ、スウェー

デン、スイス、タイ、チュニジア、ト

ルコ、UAE、米国である。
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